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会計監査人の状況

（1）名称
ＰｗＣ京都監査法人

（2）報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る報酬等の額 14,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 14,000千円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査報

酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る監査報酬等の
額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同
意の判断をいたしました。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項に定める解任事由に該当すると認め

られる場合には、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。また、会
計監査人による適正な監査の遂行が困難である場合等、その必要があると判断した場合に
は、監査等委員会が会計監査人の解任または不再任に関する株主総会提出議案の内容を決定
いたします。
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業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要

内部統制システムの基本方針に関する決議の概要は、以下のとおりであります。

１．当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制
当社の取締役及び従業員は、「I care everybody company ～あらゆる人々に慈しみの

心をもって接する企業でありたい～」という企業理念を指針とし、企業の社会的責任を果た
してまいります。監査等委員を含む複数の独立社外取締役を設置することにより取締役の職
務執行の監督・監査を行う体制をとり、コンプライアンス経営を推進します。

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る取締役会議事録等の文書については、「取締役会規程」に基づ

き作成され、法令及び「文書管理規程」に基づき、適切に保存し、管理しております。

３．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
「リスク管理規程」を定め、業務上のリスクを適切、迅速に管理、コントロールすること
により経営の安定を図っております。自然災害リスク等の有事の際は「リスク管理規程」の
定めに従って、迅速な情報収集と適切な対応が実現できる体制を確立しております。

４．当社の取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
定時取締役会を月１回、臨時取締役会を必要に応じて随時開催し、情報の共有及び意思の

疎通を図り、四半期ごとに取締役の職務執行状況の報告を行っております。また、取締役会
の効率化を図るため、常勤取締役及び執行役員が参加する経営会議を毎月開催し、執行状況
を確認することにより、取締役会の決定事項の徹底を図っております。

５．当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び
使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該取締役及び使用人に対する指示の実
効性の確保に関する事項
監査等委員である取締役から、監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人を配置

することを要請された場合には、速やかに適切な取締役及び使用人を配置するものとしてお
ります。
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６．取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするため
の体制及び監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱を
受けないことを確保するための体制
① 取締役及び使用人は、法定の事項に加え、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実
を発見したときは、遅滞なく監査等委員会へ報告するものとしております。また、監査
等委員は、重要な意思決定の過程及び職務の執行状況を把握するため、取締役会、経営
会議などの重要な会議に出席するとともに主要な稟議書等の重要な文書を閲覧し、必要
に応じて取締役又は使用人に説明を求めるものとしております。

② 監査等委員会に報告を行った者は、当該報告をしたことを理由として不利益な取扱を受
けないものとしております。

７．当社の監査等委員の職務執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該
職務執行について生じる費用又は償還の処理に係る方針に関する事項
監査等委員がその職務の執行について当社に対して費用の前払い等の請求をしたときは、

担当部署において審議のうえ、当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員の職務の執行
に必要でないと認められた場合を除き、速やかにこれに応じるものとしております。

８．その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われていることを確保するための体制
監査等委員会は、代表取締役と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題、監査等委員

会の環境整備の状況、監査等委員会の監査上の重要課題等について意見交換を行っておりま
す。また、監査等委員会は、内部監査室との連携を図り適切な意思疎通及び効果的な監査業
務の遂行を図れるようにしております。なお、監査等委員会は当社の会計監査人であるＰｗ
Ｃ京都監査法人からの会計監査内容について説明を受けるとともに、情報交換を行うなど、
連携を図れるようにしております。
さらに監査等委員会は、定期的に会計監査人及び内部監査室を招聘して三様監査連絡会を

開催しております。三様監査連絡会では、会計監査人、内部監査室より、それぞれの監査計
画と職務の遂行状況並びにその結果について報告を受け、相互に情報及び意見の交換を実施
し、連携を図っております。
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個 別 注 記 表
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準および評価方法
（1）有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの…… 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）
（2）デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ…………………………… 時価法
（3）棚卸資産の評価基準および評価方法

商品……………………………………… フローズン事業
総平均法による原価法。なお、貸借対照表価額は、収益性の
低下に基づく簿価切り下げの方法により算定しております。

スーパーマーケット事業
売価還元法による原価法、ただし、生鮮食品等一部商品につ
いては最終仕入原価法によっております。なお、貸借対照表
価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算
定しております。

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び2016年４月１日以降に取

得した建物附属設備並びに構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下の通りであります。
建物 ５～45年
機械及び装置 ６～17年
車両運搬具 ２～４年
工具、器具及び備品 ３～20年

（2）無形固定資産
定額法
なお、ソフトウェア（自社利用）については社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。
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３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

（2）賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上して
おります。

（3）店舗閉鎖損失引当金 当事業年度に確定した店舗の閉鎖に伴う損失に備えるため、翌事業年度以降に発
生すると見込まれる額を計上しております。

（4）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、事業年度末における退職給付債務の見込額に基
づき計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に
帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

４．収益及び費用の計上基準
（1）フローズン事業
主にアイスクリーム、冷凍食品等の商品の卸売りから収益を獲得しております。フローズン事業の顧客との

販売契約において、商品を顧客に引き渡した時点で履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識し
ております。代金は、商品引き渡し時点から概ね３カ月以内に回収しており、重要な金融要素は含んでおりま
せん。
（2）スーパーマーケット事業
主に生鮮食品等の商品の小売りから収益を獲得しております。商品を顧客に引き渡した時点で履行義務が充

足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。代金は、商品引き渡し時点から概ね１カ月以内に回
収しており、重要な金融要素は含んでおりません。
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Ⅱ．会計方針の変更に関する注記
１．収益認識に関する会計基準等の適用
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）を当事業年度の期首より適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は
サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
これにより、スーパーマーケット事業における一部のテナントにおける収益について、従来は、顧客から受
け取る対価の総額で収益を認識しておりましたが、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代理
人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先等に支払う額を控除した純額で収益を認識する
こととしております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首
の利益剰余金に加減しております。
この結果、当事業年度の売上高及び売上原価が398,462千円それぞれ減少しております。また、利益剰余金

の当期首残高に与える影響はありません。

２．時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会
計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める
新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これによる計算書類への影響はありませ
ん。

Ⅲ．会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
１．当事業年度の財務諸表に計上した金額
繰延税金資産 456,805千円
２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
（1）算出方法
当社は将来減算一時差異に対して、将来の事業計画を基礎として将来の収益力に基づく課税所得の見積りを

実施し、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。
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（2）主要な仮定
過去３年及び当期の各事業年度において、臨時的な原因により生じたものを除いた課税所得が安定的に生じ

ており、かつ、当期末において近い将来に経営環境に著しい変化が見込まれないこと等から、企業会計基準適
用指針第26号「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の「分類２」に該当すると判断し、スケジュ
ーリングされた一時差異による繰延税金資産を全額回収可能と見積もっております。前述の判断を行うにあた
って、「当期末において、近い将来に経営環境に著しい変化が見込まれない」という仮定を置いております。
（3）翌事業年度の計算書類に与える影響
当社の主要な仮定は、法令、市場環境やその他の競争環境の変化の有無等を考慮しております。当該仮定に

変化が生じた場合には、繰延税金資産の回収可能額の見積りが減少し、その結果、繰延税金資産の取崩しが発
生する可能性があります。

Ⅳ．貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産
建物 1,988,640千円
土地 2,514,966千円
計 4,503,607千円
（上記に対応する債務）
支払手形及び買掛金 967,816千円
短期借入金 400,000千円
１年以内返済予定の長期借入金 366,352千円
長期借入金 1,985,134千円
計 3,719,302千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 3,272,862千円

３．当座貸越契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は、次のとおりであります。
当座貸越極度額の総額 2,880,000千円
借入実行残高 700,000千円
借入未実行残高 2,180,000千円
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Ⅴ．損益計算書に関する注記
減損損失
当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類

神奈川県１物件 店舗 建物等
当社は、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分により資産のグルーピングを行っており、店舗

資産については個別物件をグルーピングの最小単位としており、店舗資産以外の事業用資産は事業単位でグル
ーピングを行っております。ただし本社資産については、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことか
ら共用資産としております。
当事業年度において、店舗については、経常損益が数年にわたってマイナスである資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額して、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。なお、当該資産グ
ループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローがマイナスと見込まれるた
め、回収可能価額を零としております。
上記の減損損失の内訳は、次のとおりであります。
建物 44,610千円
工具、器具及び備品 0千円
その他 19千円
計 44,629千円

Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記
１．当事業年度の末日における発行済株式の数
普通株式 1,906,600株

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類 配当金総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2021年５月27日
取締役会 普通株式 38,520千円 24円 2021年３月31日 2021年６月28日

2021年11月12日
取締役会 普通株式 36,168千円 19円 2021年９月30日 2021年12月13日

（注）2021年11月12日取締役会決議の1株当たり配当額19円には、上場記念配当２円が含まれております。

― 8 ―

2022年06月16日 13時24分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



３．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2022年５月27日
取締役会 普通株式 利益剰余金 34,318千円 18円 2022年

３月31日
2022年
６月27日

４．当事業年度の末日における新株予約権の目的となる株式の数
普通株式 134,850株

Ⅶ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
退職給付引当金 183,474千円
賞与引当金 40,401千円
減損損失 72,379千円
棚卸資産 45,546千円
資産除去債務 22,602千円
未払費用 61,016千円
長期未払金 46,592千円
未払事業税 8,823千円
その他 25,247千円
繰延税金資産小計 506,082千円
評価性引当額 △260千円
繰延税金資産合計 505,822千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 6,170千円
資産除去債務に対応する除去費用 3,800千円
特別償却準備金 19,874千円
圧縮積立金 19,171千円
繰延税金負債合計 49,016千円
繰延税金資産純額 456,805千円
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Ⅷ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金計画に基づき、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。一時的な余資
の運用については安全性の高い短期的な預金等に限定しております。なお、デリバティブは、後述するリ
スクを回避するために利用しており、投機的な取引は行っておりません。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。営業債務である買掛金

は、その全てが１年以内の支払期日であります。
長期借入金は主に設備投資資金及び運転資金の確保のための資金調達であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、取引先毎の期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制と
しております。
投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒

されておりますが、定期的に時価を把握する体制としております。
営業債務である支払手形及び買掛金はほとんどが２ヶ月以内の支払期日であり、短期借入金は運転資

金、長期借入金は設備投資のための必要資金の調達を目的としたものであります。これらは担当部署が適
時に資金繰り計画を作成・更新するなどの方法により、資金調達にかかる流動性リスクを管理しておりま
す。
デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取

引であります。なお、デリバティブ取引については、社内管理規程に基づき、金利の変動リスクを回避す
る目的に限定した取引を行っており、投機目的での取引は行っておりません。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

投資有価証券

その他有価証券 29,620 29,620 －

差入保証金 720,811 720,010 △801

資産計 750,431 749,630 △801
長期借入金
（１年内返済予定分を含む） 2,675,643 2,761,463 85,820

負債計 2,675,643 2,761,463 85,820

デリバティブ取引 3,956 3,956 －

（※） 「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「未収入金」、「支払手形及び買掛金」、「未払金」、「未払費用」
及び「短期借入金」は、短期間で決済されるため時価が帳簿価格に近似するものであることから、記載を省略し
ております。
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（注１）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,336,036 － － －

受取手形及び売掛金 3,821,373 － － －

未収入金 1,729,755 － － －

差入保証金 95,039 59,815 66,533 499,424

合計 7,982,204 59,815 66,533 499,424

（注２）社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 700,000 － － － － －
長期借入金
（１年内返済予定分を含む） 456,400 398,209 334,620 302,174 263,724 920,516

合計 1,156,400 398,209 334,620 302,174 263,724 920,516
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の

算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に

係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価で貸借対照表に計上している金融商品
当事業年度（2022年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券

株式 29,620 － － 29,620

資産計 29,620 － － 29,620

デリバティブ取引

金利関連 － 3,956 － 3,956

負債計 － 3,956 － 3,956
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(2) 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当事業年度（2022年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
差入保証金 － 720,010 － 720,010

資産計 － 720,010 － 720,010
長期借入金
（１年内返済予定分を含む） － 2,761,463 － 2,761,463

負債計 － 2,761,463 － 2,761,463

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、レベル１の時
価に分類しております。

デリバティブ取引
金利スワップの時価は、取引先の金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分
類しております。

差入保証金
差入保証金の時価は、返還時期を見積り、その将来キャッシュ・フローを国債の利回りより算出した利率で割
り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値
により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

― 14 ―

2022年06月16日 13時24分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



Ⅸ．収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)
報告セグメント

フローズン事業 スーパー
マーケット事業 計

商品の販売 33,627,000 8,561,015 42,188,015
その他 14,859 62,068 76,927
顧客との契約から生じる収益 33,641,859 8,623,083 42,264,943
外部顧客への売上高 33,641,859 8,623,083 42,264,943

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 ４．収益及び費

用の計上基準」に記載のとおりです。

Ⅹ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,610円92銭
１株当たり当期純利益 134円90銭
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